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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 22,272 21,327 22,189 21,891 21,695

経常利益（百万円） 531 672 610 352 433

当期純利益（百万円） 259 289 332 220 271

純資産額（百万円） 10,588 10,690 11,055 11,035 10,980

総資産額（百万円） 22,162 22,426 22,733 22,688 23,483

１株当たり純資産額（円） 502.52 507.84 518.92 517.36 515.19

１株当たり当期純利益金額

（円）
11.90 13.31 15.78 10.35 12.75

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － 15.78 － －

自己資本比率（％） 47.8 47.7 48.6 48.6 46.8

自己資本利益率（％） 2.5 2.7 3.1 2.0 2.5

株価収益率（倍） 28.8 26.7 38.6 34.5 18.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
916 914 1,115 △125 318

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△308 △362 △484 △1,322 △630

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△350 △215 △197 94 389

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
1,239 1,575 2,009 654 731

従業員数（人） 508 493 479 468 460

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第89期より第90期の期間は旧商法第210条ノ２の規

定によるストックオプション（自己株式取得方式）を付与しておりましたが自己株式の交付に係るプレミ

アムが生じていないため、また、第92期及び第93期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 22,129 21,086 21,953 21,661 21,449

経常利益（百万円） 523 661 600 346 426

当期純利益（百万円） 258 287 330 220 270

資本金（百万円） 3,549 3,549 3,549 3,549 3,549

発行済株式総数（千株） 21,474 21,474 21,474 21,474 21,474

純資産額（百万円） 10,526 10,625 10,988 10,967 10,911

総資産額（百万円） 21,382 21,681 22,103 22,030 22,645

１株当たり純資産額（円） 499.56 504.76 515.75 514.19 511.96

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

１株当たり当期純利益金額

（円）
11.85 13.21 15.65 10.35 12.70

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － 15.65 － －

自己資本比率（％） 49.2 49.0 49.7 49.8 48.2

自己資本利益率（％） 2.5 2.7 3.1 2.0 2.5

株価収益率（倍） 28.9 26.9 38.9 34.5 18.6

配当性向（％） 65.2 60.6 51.1 77.3 63.0

従業員数（人） 478 462 450 437 429

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第89期より第90期の期間は旧商法第210条ノ２の規

定によるストックオプション（自己株式取得方式）を付与しておりましたが自己株式の交付に係るプレミ

アムが生じていないため、また、第92期及び第93期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第92期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。
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２【沿革】

大正９年３月 設立（商号：日支肥料株式会社、本店：大分市、資本金：1,500千円）

〔創立の経緯〕

片倉製糸紡績株式会社（現片倉工業株式会社）傘下養蚕組合に、桑園用配合肥料供給を目的として

創立し、以後肥料関係全般の製造および販売を行い、現在に至っております。

大正13年10月 片倉米穀肥料株式会社に商号変更

大正13年12月 本社を長野県諏訪郡川岸村に移転

大正13年12月 大分営業所（現九州支店）を開設

大正15年４月 東京営業所を開設

昭和４年３月 大阪営業所（現大阪支店）を開設

昭和４年６月 本社を東京市京橋区京橋　片倉ビルに移転

昭和10年10月 塩釜営業所（現東北支店）を開設

昭和14年９月 青森営業所（現青森支店）を開設

昭和18年11月 片倉化学工業株式会社に商号変更

昭和20年９月 八洲産業株式会社に商号変更

昭和24年６月 札幌営業所（現北海道支店）を開設

昭和25年７月 片倉肥料株式会社に商号変更

昭和25年７月 郡山営業所（現福島支店）を開設

昭和28年11月 東京証券取引所に株式店頭公開

昭和32年11月 日本チッカリン肥料株式会社および昭和肥料工業株式会社を吸収合併し、片倉チッカリン株式会社

に商号変更

昭和32年11月 名古屋支店を開設

昭和33年５月 本社を東京都千代田区大手町　大手町ビルに移転

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場

昭和40年４月 本社を東京都千代田区大手町　三井生命ビルに移転

昭和41年１月 大日本産肥株式会社（現連結子会社）の株式取得

昭和61年５月 筑波総合研究所を開設

平成４年３月 関東支店を開設

平成９年９月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成16年３月 本社を現在の東京都千代田区九段北　日本地所第一ビルに移転

平成20年４月　 大阪支店（現関西支店）を現在の兵庫県姫路市に移転　
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３【事業の内容】

　当社グループが営んでいる主な事業内容と事業を構成する片倉チッカリン株式会社（以下「当社」という。）およ

び関係会社（子会社２社、関連会社２社及びその他の関係会社１社）の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであ

ります。

〔肥料事業〕 当社および大日本産肥株式会社（連結子会社）が製造・販売を行っております。

そのほか、当社が丸紅株式会社（その他の関係会社）から原材料の一部を購入し、同社に製

品の一部を販売しております。

〔飼料事業〕 当社が製造・販売を行っております。なお、魚粕・魚粉の製造を株式会社カタクラフーズ

（非連結子会社）に委託しております。

〔物資その他事業〕 当社が製造・販売および不動産の賃貸を行っております。なお、株式会社関東片倉製作所

（関連会社）が製造している自動車用ＬＰＧ容器のうち一部を販売しており、また、総合

リース業を株式会社トライムコーポレーション（関連会社）が行っております。

 （注）当連結会計年度から事業の種類別セグメントの事業区分の方法を変更しております。変更の内容については、

「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとお

りであります。

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

大日本産肥株式会社 北九州市門司区 125
肥料事業

物資その他事業
100.00

肥料を製造・販売

しており、当社九

州支店の福岡県地

域を分担しており

ます。

役員の兼任あり。

　（注）　主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

(2）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

丸紅株式会社 東京都千代田区 262,686
内外物資の輸出入

及び販売
　25.19

原材料の購入及び

当社製品の販売。

　（注）　丸紅株式会社は有価証券報告書を提出しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

肥料事業 371

飼料事業 10

物資その他事業 42

全社（共通） 37

合計 460

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントの事業区分の方法を変更しております。変更の内容について

は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載の

とおりであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

429 42.5 15.8 5,113,667

　（注）１．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含まれておりません。

(3）労働組合の状況

設立 昭和32年６月

組合名 片倉チッカリン職員組合

組合員総数 171人

組織および上部団体 本社および地方事業所にそれぞれ支部を結成し、上部団体には加入しておりませ

ん。

労使関係 労使関係は、組合結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）
　当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景にして景気は拡大基調で始まりましたが、原油市況をはじ
めとした一次産品市況の高騰や米国のサブプライムローン問題を発端とする金融市場の混乱の影響が主要国の経済にも
波及し、下期に入り一部の企業で業績の下方修正が行われる等、景気の減速傾向が出現しました。
　当社グループの主力事業分野である肥料業界を取巻く環境は、中国・インド等での食料需要増に加え、バイオ燃料の増産
による穀物の需要増、原料産出国の資源ナショナリズムの台頭により、肥料原料価格は未曾有の高騰を続け、原油の高止ま
りによる燃料、包装資材、輸送費等の高騰も加わり、平成19肥料年度の製品価格が４年連続で値上げされました。
　一方、国内の肥料需要は、農家の高齢化と作付面積の減少、生産資材費低減策、減肥政策等により依然として減少傾向が続
いております。　　
　このような事業環境の下、当社グループは中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」の方針に沿って、肥料事業分野におい
ては、「安全・安心・良食味」の農産物生産に適した有機関連製品を中心として、各地域との繋がりを深め、市場のニーズ
にきめこまかく対応した生産、販売体制の構築を一層進めるとともに、経費の削減による収益力の向上に注力しました。ま
た、非肥料分野においては、化粧品原料事業の拡大を図るべく海洋性コラーゲンや植物種子抽出エキス等の天然素材由来
の製品を中心に市場開拓と拡販に努め、ＬＰＧ機器事業を関係会社へ移管し効率化を進めました。
　コーポレート・ガバナンスの面においては、財務報告に係る内部統制システムの整備に注力しました。
　主力の肥料事業においては、製品価格の値上げが実施されたことに加え、一層の合理化による経費の削減に努めました。
しかし、原燃料・資材価格等の高騰がそれを上回る製造コストの上昇を招いたことから、前期に大幅に減少した営業利益
の回復は限定的でした。この結果、当連結会計年度の営業成績につきましては、売上高は21,695百万円（前連結会計年度比
0.9％減）、営業利益は405百万円（前連結会計年度比27.3％増）、経常利益は433百万円（前連結会計年度比23.2％増）、当
期純利益は271百万円（前連結会計年度比23.1％増）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　肥料事業におきましては、農業環境は依然として厳しく、国内の肥料需要は減少傾向が続いております。そのような状況

下、当社グループは環境保全や省力ニーズに加え、有機栽培、特別栽培等に見られる差別化農産物生産に適した有機関連製

品の拡販と市場の開拓に努めました。その結果、国内農業情勢を反映し、販売数量は減少しましたが、平成19年７月以降の

製品価格の改定により当事業の売上高は16,976百万円（前連結会計年度比5.8％増）となりました。収益面については高騰

したコストが合理化による経費の削減等により低下したことから、営業利益は452百万円（前連結会計年度比17.8%増）と

なりました。

　飼料事業におきましては、魚粕・魚粉、発酵飼料ともに原料高により販売価格は上昇しましたが、取扱数量は減少しまし

た。その結果、当事業の売上高は1,265百万円（前連結会計年度比2.9％増）となりました。収益面については原材料価格の

上昇により営業利益は5百万円（前連結会計年度比67.5%減）となりました。

　物資その他事業におきましては、育苗培土は取扱いが増加し、販売金額も増加しました。加えて化粧品関連製品について

も取扱いが増加しましたが、ＬＰＧ及び機器と食品農産物の取扱いの減少により、当事業の売上高は3,453百万円（前連結

会計年度比25.2％減）、営業利益は381百万円（前連結会計年度比2.2%増）となりました。

 なお、従来区分しておりました「ＬＰＧ及び機器事業」につきましては、当連結会計年度より事業区分の方法を変更し、

「物資その他事業」に含めております。前連結会計年度比較に当たっては、前連結会計年度分を変更後の区分に組み替え

て表示しております。

　また、変更の内容については、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情

報）」に記載のとおりであります。

　（注）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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　　(2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動による資金の増加は318百万円（前連結会計年度は125百万円の減少）となりました。

これは、「(1）業績」で記載したとおり、主に税金等調整前当期純利益506百万円（前連結会計年度は421百万円）、

減価償却費の計上、たな卸資産の増加があったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動による資金の減少は630百万円（前連結会計年度は1,322百万円の減少）となりました。

これは、主に当社旭川工場の配合肥料製造設備の増設、長期預り保証金の返済による支出などによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動による資金の増加は389百万円（前連結会計年度は94百万円の増加）となりました。こ

れは、主に当社の短期借入金の増加によるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ77百万円増加し、731百万円とな

りました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

肥料事業（百万円） 16,209 7.8

飼料事業（百万円） 237 13.8

物資その他事業（百万円） 1,415 3.7

合計（百万円） 17,862 7.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントの事業区分の方法を変更しております。変更の内容について

は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載の

とおりであります。

(2）受注状況

　当社グループは、製品の大部分について見込生産方式を採っておりますので、記載しておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

肥料事業（百万円） 16,976 5.8

飼料事業（百万円） 1,265 2.9

物資その他事業（百万円） 3,453 △25.2

合計（百万円） 21,695 △0.9

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

全国農業協同組合連合会 10,798 49.3 11,222 51.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントの事業区分の方法を変更しております。変更の内容について

は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載の

とおりであります。
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３【対処すべき課題】

　わが国農業は昨年４月より農政改革として品目横断的経営安定対策、米政策改革及び農地・水・環境保全向上対策が打
ち出されており、農業の活性化や将来的な食料自給率の向上等、中長期的ではありますがその成果が期待されます。
　しかし、国内の肥料需要は農家の高齢化による農業の担い手不足、輸入農産物の増加、少子高齢化に伴う食料消費の減少、
農業経営基盤改善を目的とした生産コスト低減運動等により引続き減少傾向が続くものと予測されます。
　さらに、世界的な食料需要増、資源ナショナリズムや寡占化を背景とした肥料原料価格の高騰により、平成20年４月には
製品価格の期中改定が12年振りに行われました。しかしながら、製造コスト上昇分はカバーされておらず、加えて改定後も
原燃料価格の高騰が続いていることから、平成20肥料年度の価格改定の結果によっては、大幅な収益悪化を招く可能性が
あります。
　一方で、中国の残留農薬問題を発端とする食品の安全・安心意識の高まりやトレーサビリティへの関心、農産物輸出国の
国内食糧保護策による輸出規制などにより、国内農業は見直されつつあります。 
　この様な状況下、当社グループは、中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」の方針に基づき、肥料事業分野では引き続き
「安全・安心・良食味」に資する有機関連製品の拡販、高付加価値製品のさらなる差別化、未利用資源の有効活用を図る
と共に、全国に配置した製造、営業拠点を最大限に活かし、技術面でのサービスを中心とした営農支援、Ｍ＆Ａを含めた他
社との業務提携等、経営資源をフル活用して一層の競争力の強化と収益性の向上を目指してまいります。 
  非肥料事業分野では、有機原料活用の技術を生かし天然素材由来の化粧品原料の拡販、新たな原料および用途の開発等、
新素材事業による収益基盤の多様化に努めてまいります。 
　製造部門においては、生産システムの総合的効率化による製造コストの低減を図るＴＰＭ（トータル・プロダクティブ
・メンテナンス）運動を継続するとともに、全部門において一層の総事業コストの削減、生産・流通面での効率化を図り
収益の拡大に努めてまいります。
　さらに、社会からの信頼を将来にわたって維持していくため、内部統制システムを整備し、法令、企業倫理の遵守などコン
プライアンスやリスク管理を徹底し、公明正大な事業活動を通して企業価値の向上を図ってまいる所存です。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスクとなる可能性があり、当社グルー

プ固有の主な事項は以下のとおりです。

　なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、全

てのリスクを網羅しているものではありません。

（１）事業に関するリスク

①国内の農業環境の変化によるリスク

　当社グループの主力事業である肥料事業は、政府の農業政策とそれによる国内農業の変化により大きな影響を受

けます。人口減による農産物消費量の減少、農産物輸入の拡大、農業者の高齢化や都市化による耕地面積の減少等を

要因に、農産物生産の減少にともなう肥料需要の減少が顕在化した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼ

す可能性があります。

また、農業資材費低減、減肥政策等の農業経営の見直しも、肥料需要の減少に繋がると予想され、当社グループの業

績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

②肥料流通の変化によるリスク

　肥料の国内流通は、全国農業協同組合連合会他の系統組織が大きなシェアを占めており、当社グループも肥料販売

の大半を系統組織に依存していますが、何らかの理由で系統の流通シェアが大きく減少した場合や流通が困難に

なった場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

    ③販売における与信リスク

　当社グループは販売の大半を系統組織に依存しており、その与信リスクは些少ですが、その他一般の販売先向けは

一定程度の与信リスクを負担しているため、与信管理規程によるリスク管理を行っていますが、販売先の経営状況

によっては、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

 　 ④肥料市場における競争激化によるリスク

　肥料の国内市場において、需要の減少に伴うメーカー間の競争が激化し、販売価格が低下した場合、業界の統合再

編により他社の競争力が当社グループを上回る状況になった場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能

性があります。

 　 ⑤原料事情によるリスク

　肥料の主要原料は多くを輸入に依存していることから、原料市況、運賃市況、外国為替市況、エネルギー市況等に

よっては、原料価格高騰や供給不足の現出が予想され、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　また、当社グループの飼料事業の主要品目は稚内工場で生産する魚粕・魚粉であり、同地区の原魚入荷量に依存し

ておりますので、同地区での原魚入荷量が減少した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 　 ⑥飼料の需要および市況に関するリスク

　国内の畜産物の需要減により配合飼料の生産減が現出した場合、国内外の飼料原料の市況の変動により、魚粉代替

原料の使用が増加した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

 　 ⑦化粧品原料に関するリスク

　化粧品原料に関する安全性については細心の注意を払っておりますが、当社グループの製品に起因する予期せぬ

副作用等が発生した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。
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（２）法的規制、研究開発、訴訟、自然災害その他に関するリスク

①法的規制に関するリスク

        肥料事業、飼料事業、その他当社グループが行う事業は、肥料取締法、飼料安全法、食品衛生法等を始めとした様々

な関連法規によって規制されており、当社グループはこれら法規の遵守を徹底すべく細心の注意を払っておりま

す。

　しかし、過失や事故等により法規違反を犯す可能性は否定できず、違反を起こしたことで、当社グループの事業活

動を制限する何らかの行政命令や罰金、それに起因する損害賠償の請求等があった場合、当社グループの業績・財

務に影響を及ぼす可能性があります。

　また、何らかの環境変化のため、予期せぬ法的規制の変更や新設により、既存の事業活動が制限を受ける場合、既

存の原料の使用ができなくなる場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

　

 　　②研究開発に関するリスク

 　　　　当社グループは、製品の品質向上、技術水準の維持に加え、新商材の開発のために、研究開発活動を行っております

が、何らかの理由で商材の開発を断念する場合、開発した商材の上市ができなかった場合、研究開発コストの回収

ができず、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

　

 　　③知的財産権に関するリスク

　当社グループは特許権等の知的財産権の管理には細心の注意を払っておりますが、当社グループの保有する知的

財産権が第三者によって侵害され利益を遺失した場合、第三者の保有する知的財産権を侵害し損害賠償を請求さ

れた場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

　

 　　④訴訟に関するリスク

　当社グループは事業遂行にあたり、コンプライアンスを最重要事項に位置づけ、企業活動を行っておりますが、各

種関連法規違反の有無に係わらず、製造物責任、知的財産権、環境問題等の問題において訴訟を提起される可能性

があります。訴訟が提起された場合は、その結果の如何に係わらず企業イメージや顧客信頼度の毀損、あるいは損

害賠償負担等により、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

　

 　　⑤保有資産に関するリスク

　当社グループの保有する土地・建物や有価証券等の資産価値が下落することで、当社グループの業績・財務に影

響を及ぼす可能性があります。

 　　

 　　⑥天候・自然災害に関するリスク

　主要事業である肥料事業が農業に依存することから、台風、大風、大雪、大雨、旱魃、日照不足等の異常気象や悪天

候による影響を受ける可能性があります。

また、生産設備が地震等の大規模自然災害による被害を受け、減産や生産停止した場合、コンピューターシステム

への被害等が起こった場合、当社グループとして可能なバックアップ体制作りを進めていますが、被害の程度に

よっては、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性があります。

　

 　　⑦人材の確保に関するリスク

　当社グループの将来の業績は有能な人材の継続的確保に依存しており、労働市場の変化により、有能な人材の採

用や育成ができない場合、有能な人材が流出した場合、当社グループの業績・財務に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループの研究開発は、現在の事業活動を拡大する開発研究と将来に向けての基礎的研究を、筑波総合研究所を中心

として展開しております。

　農業関連の開発研究については、農産物のコスト低減、高付加価値化志向など農業の生産様式の多様化に対応して新肥料

・新素材の開発を行うとともに、近年、重要性の高まりつつある環境調和型農業の確立に向けて、次のようなテーマを中心

に新製品・新技術の開発を行っております。

（1）有機質肥料の作物への高付加価値化利用の研究

（2）土壌微生物の有効利用研究

（3）作物栽培のシステム開発

（4）新機能肥料および新施肥技術の開発

（5）有機未利用資源の有効活用

（6）土壌診断による施肥・栽培の合理化対応

　農業以外の新素材関連の研究開発については、各種天然素材を用いた化粧品原料の開発を次のようなテーマで行ってお

ります。

（1）天然素材からコラーゲンなど高付加価値原料の抽出・精製技術の開発

（2）各種天然由来原料の老化抑制作用、美白作用などの機能性評価

　基礎的研究については、有用微生物の有効利用のための有効菌の検索および増殖、固定化の研究ならびに天然高分子の有

効利用のための研究を行っております。

　なお、当連結会計年度における各事業部門別の研究開発費は、農業関連の開発研究を主体とする肥料事業においては134

百万円、物資その他事業に係る新素材関連の開発研究としては49百万円であり、当連結会計年度の研究開発費の総額は184

百万円となっております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内容

であります。当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき　作

成しております。その作成にあたって採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連

結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、

今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。

（１）財政状態の分析

　当連結会計年度末（以下「当年度末」という）の資産の合計は23,483百万円となり、前連結会計年度末（以下「前

年度末」という）に比べ795百万円増加しました。

（流動資産）

　流動資産残高は、13,628百万円となり、前年度末に比べ1,071百万円増加しました。これは主にたな卸資産の増加（

1,230百万円）などによるものであります。

（固定資産）

　固定資産残高は、9,855百万円となり、前年度末に比べ276百万円減少しました。これは主に上場株式の株価低下によ

る投資有価証券の減少（234百万円）などによるものであります。

　当年度末の負債の合計は、12,503百万円となり、前年度末に比べ849百万円増加しました。

（流動負債）

　流動負債残高は、11,053百万円となり、前年度末に比べ1,095百万円増加しました。これは主に支払手形及び買掛金

の増加（467百万円）と、短期借入金の増加（585百万円）などによるものであります。

（固定負債）

　固定負債残高は、1,449百万円となり、前年度末に比べ245百万円減少しました。これは主に長期預り保証金などのそ

の他固定負債の減少（167百万円）などによるものであります。

（純資産）

　当年度末の純資産の合計は10,980百万円となり、前年度末に比べ54百万円減少しました。これは主に利益剰余金の

増加（101百万円）と、投資有価証券の時価が下降したことによるその他有価証券評価差額金の減少（150百万円）

などによるものであります。

　この結果、自己資本比率は前年度末の48.6％から46.8％となり、１株当たり純資産額は前年度末の517.36円から

515.19円となりました。

（２）経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度（以下「前年度」という）に比べ195百万円（△0.9％）減収の21,695

百万円となりました。

（売上総利益）

　売上総利益は、売上高の減少に伴い、前年度に比べ183百万円（△4.5％）減益の3,929百万円となりました。

（営業利益）

　営業利益は、販売費及び一般管理費の削減効果（△270百万円）により、前年度に比べ86百万円（27.3％）増益の

405百万円となりました。

（経常利益）

　経常利益は、前年度に比べ81百万円（23.2％）増益の433百万円となりました。

（税金等調整前当期純利益）

　税金等調整前当期純利益は、不動産賃貸契約違約金（68百万円）などの特別利益を合計111百万円計上しました

が、固定資産売却損及び廃棄損（37百万円）などの特別損失を合計39百万円計上し、前年度に比べ85百万円（

20.2％）増益の506百万円となりました。
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（当期純利益）

　税効果会計適用後の当期純利益は前年度に比べ51百万円（23.1％）増益の271百万円となりました。

　この結果、１株当たり当期純利益金額は前年度の10.35円から12.75円、自己資本利益率は前年度の2.0％から2.5％と

なりました。

　なお、事業別の売上高及び営業利益の概況については、「１ 業績等の概要」に記載しております。

（３）今後の見通しについて

（業績全般）

　業績全般の見通しにつきましては、国内経済は米国経済の減速や原油をはじめとする一次産品価格の高騰等によ

り消費者物価の上昇や企業業績の悪化などが懸念され、景気は先行き不透明感を強めております。肥料業界につい

ては、需要の減少傾向が継続し、企業間競争が激化するのに加え、原燃料の更なる高騰が見込まれるなど、当社グ

ループを取巻く事業環境は引き続き厳しいものと予想されます。

　このような状況下、当社グループは「３　対処すべき課題」に記載しました通り、徹底的なコストの低減はもちろ
んのこと、採算重視の販売活動、効率的な生産体制の確立など中期３ヵ年計画「Shine(シャイン)2008」で掲げた諸施
策を着実に推進することで、企業体質を強化し、収益性の向上を図ってまいります。

（財政状態）

　次期の税金等調整前当期純利益は当連結会計年度より増加することを予想しており、設備投資による支出は減価

償却費の範囲内を予定しておりますが、借入金の圧縮など資金の効率化に努めるため、次期の現金及び現金同等物

は、当連結会計年度末と同程度の見込みで７億円程度になると予想しております。

　なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は、「１　業績等の概要」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループの当連結会計年度における設備投資の主なものは、生産体制の拡充を図るための当社旭川工場の配合

肥料製造設備の増設、当社千葉工場の配合肥料製造設備の改造などであります。その他各工場の合理化、生産維持のた

めの工事を実施し、設備投資総額は534百万円であります。

これに要した資金は、自己資金によっております。

　なお、当社グループは当連結会計年度中に増資・社債発行などによる資金の調達は行っておりません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）事業の種類別セグメント内訳

　 （平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメン
トの名称

帳簿価額

従業員数
（人）建物及び構築

物（百万円）

機械装置及び運
搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積千㎡）

その他
（百万円）

合計(百万円)

肥料事業 1,631 1,764
2,987

(229)
36 6,420 371

飼料事業 11 5
16

(3)
1 36 10

物資その他事業 1,195 142
370

(73)
7 1,715 42

小計 2,838 1,912
3,374

(306)
45 8,172 423

消去又は全社 51 －
114

(1)
6 171 37

合計 2,889 1,912
3,489

(307)
52 8,343 460

　（注）１．帳簿価額「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定であります。金額には消費税等を含んでおりません。

２．上記のほか、当社本社事務所他を賃借しており、リース契約による賃借設備は、コンピューターの本体２台他

であります。

なお、主要な賃借契約による支払賃借料は68百万円であり、主要なリース契約による支払リース料は48百万

円であります。また、上表には、賃貸中の建物及び構築物、機械装置1,050百万円が含まれております。

　　３．当連結会計年度から事業の種類別セグメントの事業区分の方法を変更しております。変更の内容については、

「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のと

おりであります。
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(2）提出会社の状況

（平成20年３月31日現在）

事業所名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
(百万円)

(面積千㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

本社

（東京都千代田区）

物資その他事

業

消去又は全社

管理その他施

設
524 －

136

(2)
7 668 74

北海道支店・旭川工場

（北海道旭川市）

肥料事業

物資その他事

業

配合・化成・

液状肥料、育苗

培土製造設備

536 355
219

(56)
3 1,114 41

青森支店・青森工場

（青森県青森市）

肥料事業

物資その他事

業

配合肥料製造

設備
152 17

66

(23)
2 239 13

東北支店・塩釜工場

（宮城県塩釜市）

肥料事業

物資その他事

業

配合・化成・

液状肥料製造

設備

142 229
589

(18)
3 965 43

福島支店・大越工場

（福島県田村市）

肥料事業

物資その他事

業

配合肥料、育苗

培土製造設備
203 156

103

(14)
0 464 37

関東支店・千葉工場

（千葉県袖ヶ浦市）
肥料事業

配合・化成・

液状肥料製造

設備

318 359
1,238

(39)
3 1,919 50

名古屋支店・名古屋工場

（名古屋市港区）

肥料事業

物資その他事

業

配合・化成・

液状肥料、育苗

培土製造設備

265 170
72

(0)
2 511 48

大阪支店・姫路工場

（兵庫県姫路市）
肥料事業

配合・化成・

液状肥料製造

設備

216 240
457

(25)
4 918 51

九州支店・日出工場、鹿児

島工場

（大分県日出町）

肥料事業

飼料事業

物資その他事

業

配合・化成・

液状肥料、発酵

飼料、魚粕製造

設備

305 225
368

(75)
3 902 57

筑波総合研究所

（茨城県土浦市）

肥料事業

物資その他事

業

研究開発施設 101 6
2

(26)
14 125 15

(3）子会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
（百万
円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

大日本産肥株式会社

（北九州市門司区）
肥料事業

配合・化成肥

料製造設備
122 151

234

(24)
6 514 31
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、生産計画、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備計

画は原則的に連結各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っておりま

す。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の改修計画は次のとおりであります。

重要な改修

　会社名
　事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

 当社姫路工場
 兵庫県

 姫路市　
 肥料事業　

 化成包装設備

 更新
56 －　

 自己資金

　

平成20年

　　８月

平成20年

　　９月
－　

 当社千葉工場

 千葉県

 袖ヶ浦市

　

 肥料事業　
 化成ドライヤー

 設備更新
33 －  自己資金

平成20年

　

    ９月

　

平成20年

　  10月
－　

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(平成20年３月31日)
提出日現在発行数（株）

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 21,474,562 21,474,562
東京証券取引所

市場第一部
―

計 21,474,562 21,474,562 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成９年５月20日 1,022 21,474 ― 3,549 ― 3,072

　（注）　１株につき1.05株の割合の株式分割による増加

（５）【所有者別状況】

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数　1,000 株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等 
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ―　 37 28 94 18 2 3,143 3,322 ─

所有株式数

（単元）
― 5,055 161 6,649 371 3 8,884 21,123 351,562

所有株式数の

割合（％）
― 23.93 0.76 31.48 1.76 0.01 42.06 100.00 ─

　（注）１．自己株式167,753株は、「個人その他」に167単元および「単元未満株式の状況」に753株含まれております。

なお、自己株式167,753株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実保有株式数は160,401株でありま

す。

２．上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

３単元および200株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 5,279 24.58
　 　   

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 946 4.40
　 　   

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 929 4.32
　 　   

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 677 3.15
　 　   

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 421 1.96
　 　   

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（三菱化学株式会社退職給付信

託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 279 1.30

　 　   

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 275 1.28

　 　   
シービーエヌワイ　デイエフエイ　イ

ンターナショナル　キャップ　バ

リュー　ポートフォリオ（常任代理人

　シティバンク銀行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE, 11F,

 SANTA MONICA, CA 90401 USA

（東京都品川区東品川２丁目３－14）

249 1.15

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 236 1.09

日興シティ信託銀行株式会社（投信

口）

東京都品川区東品川２丁目３－14シティグ

ループセンター
225 1.04

計 ― 9,519 44.32
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 160,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,963,000 20,963 ―

単元未満株式 普通株式 351,562 ―
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 21,474,562 ― ―

総株主の議決権 ― 20,963 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称等 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%)

片倉チッカリン株式会社
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号
160,000 　― 160,000 0.75

計 ― 160,000 　― 160,000 0.75

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が7,000株（議決権の数７

個）あります。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。

（８）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 16,216 5,243,540

当期間における取得自己株式 585 151,050

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他（単元未満株式の売渡請求による売

渡）
636 232,110 ― ―

保有自己株式数 160,401 57,905,900 160,986 58,056,950

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれておりません。

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りおよび売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策のひとつと位置付けており、収益力の強化に努め、安定した配当を継続

することを基本方針としております。

　この方針にもとづき、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度は、中間配当として１株につき４円を実施しており、期末配当は１株につき４円といたしました。これにより

通期の配当は１株につき８円となります。

　なお、次期は、引き続き中間配当、期末配当とも１株につき４円とし、通期の配当は１株につき８円を予定しております。

　当事業年度の内部留保資金につきましては、主力製品の安定供給体制確立および新製品の開発と高付加価値化のために

有効投資し、経営基盤のより一層の強化に努める所存であります。

　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 第93期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当金額
（円）

平成19年11月14日

取締役会決議
85  ４

平成20年６月25日

定時株主総会決議
85  ４

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 355 397 650 609 380

最低（円） 250 288 333 323 220

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 340 328 299 269 258 250

最低（円） 310 277 265 230 236 220

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

代表取締役

取締役社長
 中川　敏夫 昭和22年３月２日生

昭和44年３月 東京工業大学理工学部卒業

昭和44年４月 丸紅飯田（現丸紅）株式会社入社

平成10年６月 同社取締役

平成13年４月 同社常務取締役

平成15年４月 同社専務取締役

平成17年４月 当社顧問

平成17年６月 代表取締役社長（至現在）

(注)３ 36

代表取締役

専務取締役

社長補佐

生産技術本部

・筑波総合研

究所・グリー

ンシステム本

部・生活資材

本部管掌役員

CSR委員会委

員長

 

田所　正尋 昭和20年９月22日生

昭和43年３月 千葉工業大学卒業

昭和43年４月 当社入社

平成12年４月 生産技術部長

平成14年６月 取締役

平成15年６月 生産技術本部長

平成18年６月 常務取締役

筑波総合研究所管掌役員

（至現在）

平成19年６月 専務取締役

生産技術本部管掌役員（至現在）

平成20年４月 グリーンシステム本部管掌役員

（至現在）

平成20年６月 代表取締役専務取締役（至現在）

社長補佐、CSR委員会委員長、生活

資材本部管掌役員（至現在）

(注)３ 11

取締役

財経本部・業

務システム室

管掌役員

嶋田　豊 昭和23年６月28日生

昭和47年３月 大阪市立大学経済学部卒業

昭和47年４月 株式会社富士銀行入行

平成14年４月 当社入社

平成15年６月 経理部長

平成17年９月 財経本部長

平成18年４月 執行役員

平成19年６月 取締役（至現在）

財経本部管掌役員（至現在）

平成19年10月 業務システム室管掌役員

（至現在）

(注)３ 6

取締役 肥料本部長 伊藤　敬 昭和27年12月４日生

昭和48年３月 宮城県農業短期大学卒業

昭和48年４月 当社入社

平成14年４月 東北支店長

平成19年４月 執行役員

北海道支店長

平成20年４月 肥料本部副本部長

平成20年６月 取締役（至現在）

肥料本部長（至現在）

(注)３ 7

取締役 　 吉本　洋 昭和27年10月５日生

昭和51年３月 東京大学文学部卒業

昭和51年４月 丸紅株式会社入社

平成13年４月 同社精密化学品部長

平成20年４月 同社化学品総括部長（至現在）

平成20年６月 当社取締役（至現在）

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数

（千株）

取締役  岩本　謙三 昭和16年９月22日生

昭和39年３月 慶應義塾大学法学部卒業

昭和39年４月 片倉工業株式会社入社

平成３年３月 同社取締役

平成９年３月 同社常務取締役

平成13年３月 同社取締役社長（至現在）

平成17年６月 当社取締役（至現在）

(注)３ －

取締役  清野　　實 昭和15年12月30日生

昭和38年３月 京都大学工学部卒業

昭和38年４月 昭和電工株式会社入社

平成９年３月 同社取締役

平成12年３月 同社常務取締役

平成15年３月 同社常任監査役

平成15年６月 当社取締役（至現在）

平成19年１月 昭和電工株式会社常勤監査役

（至現在）

(注)３ 5

常勤監査役  林　　雅明 昭和22年６月７日生

昭和46年６月 東京大学経済学部卒業

昭和46年７月 丸紅飯田（現丸紅）株式会社入社

平成２年４月 同社プロジェクト金融部業務室長

平成７年４月 同社財務部部長代理

平成15年４月 同社監査部長

平成17年６月 当社常勤監査役（至現在）

(注)４ 4

常勤監査役 　 佐藤　一生 昭和24年１月16日生

昭和42年３月 大分県立大分商業高等学校卒業

昭和42年４月 当社入社

平成17年10月 経理部長

平成19年４月 執行役員

平成19年６月 財経本部長

平成20年６月 常勤監査役（至現在）

(注)４ 16

監査役 　 松浦　健 昭和32年７月７日生

昭和56年３月 東京大学経済学部卒業

昭和56年４月 丸紅株式会社入社 

平成18年３月 AGROVISTA　FRANCE　SAS社長 

平成20年４月 丸紅株式会社化学品総括部副部長

（至現在）

平成20年６月 当社監査役（至現在）

(注)４ －

監査役 　 豊田　孝二 昭和31年10月20日生

昭和56年３月 慶應義塾大学経済学部卒業

昭和56年４月 丸紅株式会社入社 

平成19年12月 同社化学品事業推進部部長代理

（至現在） 

平成20年６月 当社監査役（至現在）

(注)４ －

    計 　 87

　（注）１．取締役 吉本　洋、岩本 謙三および清野 實は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２．常勤監査役 林 雅明、監査役 松浦 健および豊田 孝二は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であ

ります。

３．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

４．平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

５．当社では、取締役会が担う経営監督機能と業務執行機能を分離することで、取締役会の監督機能と意思決定

の迅速化を行い、効率的な経営と競争力の強化をはかるため、執行役員制度を平成18年４月から導入してお

ります。

執行役員は９名で、常務執行役員福島支店長 長尾 晴隆、執行役員グリーンシステム本部長 吉田 忠文、同関

西支店長 中村 義彦、同生産技術本部長兼生産技術部長 佐久間 藏、同姫路工場長 佐藤 良和、同総務本部長

 北條 秀光、同関東支店長 藤木 弘康、同財経本部長兼経理部長 宇佐美 吉栄、同肥料本部副本部長兼肥料業

務部長 小野寺 保良で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、経営を効率化し経営責任を適切・公正に遂行するために、絶えず経営の管理体制および組織や仕組

みの見直しと改善に努めております。株主をはじめ広く関係者の皆様に対し、一層の経営の透明性と公正性を高め、そ

の負託に応えることが経営上の最も重要な課題の一つと位置づけております。

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

当社の会社の機関および体制は、次のとおりです。

＜取締役会＞

　取締役会は、取締役９名(うち社外取締役３名)から構成され、監査役４名（うち社外監査役３名）が出席

し、法令および当社定款に定められた事項、その他経営に関する最高方針および全社的重要事項について審議

し議決しております。原則月１回開催され、社長が議長を務めております。（平成20年３月期　12回開催）　さら

に取締役会では取締役の業務執行状況を監督するため、取締役より定期的に報告を受けております。なお、取締

役の経営責任を明確化するとともに経営環境の変化に対応できる経営体制を迅速に構築することを可能とす

るため、取締役の任期を１年としております。また、提出日現在の構成は、取締役７名（うち社外取締役３名）

および監査役４名（うち社外監査役３名）であります。

＜経営会議＞

　経営会議は、常勤取締役６名、常勤監査役２名からなり、経営に関わる方針および全社的重要事項等を審議し

議決しております。必要に応じ執行役員11名が出席し、原則月２回開催され、社長が議長を務めております。

（平成20年３月期　23回開催）また、提出日現在の構成は、常勤取締役４名および常勤監査役２名であります。

＜執行役員制度＞

　取締役会の監督機能の強化と意思決定の迅速化により、効率的な経営と競争力の向上を図ることを目的に、執

行役員制を採用しております。なお、提出日現在の構成は９名であります。

＜監査役会＞

　監査役会は、監査役４名（うち社外監査役３名）からなり、監査方針および監査計画を協議決定し、監査結果

を報告しております。なお、各監査役は監査方針および監査計画に基づき、取締役会への出席や業務および財産

の状況調査を通して、取締役の職務遂行の監査を行っております。必要に応じ監査役会スタッフ３名および監

査役室　室員１名が出席し、年４回以上開催され、議長は監査役会が予め指名する常勤監査役が務めておりま

す。（平成20年３月期　８回開催）また、提出日現在の構成は、監査役４名（うち社外監査役３名）であります。

＜支店長会議＞

　支店長会議は、常勤取締役、支店長および連結子会社社長などをもって構成され、経営方針の意思統一を図る

とともに、予算・決算に関する事項ならびに各支店の業務執行に関する事項の審議・指示・報告を行っており

ます。原則月１回開催され、肥料本部長が議長を務めております。（平成20年３月期　11回開催）
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②内部統制システムおよび内部監査、会計監査、リスク管理体制の整備状況

　当社は、会社法及び同法施行規則に基づき、業務の適正を確保するための内部統制システムの整備に関する基

本方針を平成18年５月10日の取締役会にて決議し、下記のとおり実施しております。

Ⅰ.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、社会的責任及び企業理念を果たすため、平成

18年６月に「ＣＳＲ委員会」の設置を行いました。その傘下に「コンプライアンス委員会」を設け、コンプライ

アンス体制にかかる規程を整備し、研修等を通じ取締役及び使用人に対し、コンプライアンスの徹底を図ってお

ります。

　さらに、問題の未然防止と早期解決のため、報告・相談体制により適切な対応を行っております。

Ⅱ.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他情報を、取締役会規程、文書管理規程等の定めるところに従い、

適切に保存及び管理を行っております。

Ⅲ.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、環境、災害、品質、信用等に係るリスクについては、業務分掌規程等の社内規程にて担当部署が所管業務

に付随するリスクの把握と取締役への報告を行っております。また、社内規程に基づき設置されている各種委員

会を統括するＣＳＲ委員会により全社的なリスク管理体制の構築及び運用を行っております。

Ⅳ.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は予算管理規程等に基づき中期事業計画並びに単年度予算を策定し、経営方針を明確な計数目標として明

示することにより、経営効率の向上を図っております。また、執行役員制度の導入により、取締役会の監督機能強

化と意思決定の迅速化を行い、効率的な経営と競争力の向上を図っております。

Ⅴ.株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、平成18年９月にグループ・コンプライアンス・マニュアルを定め、グループ全体のコンプライアンス

体制を構築しました。

　関係会社管理規程に基づき、経理部を担当部とし、関係会社の状況に応じて必要な管理を行っております。　　　　

　また、監査役は、関係会社監査役と緊密な連携を保ち、効果的な監査を行っております。

Ⅵ.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人として、「監査役室」を置き、必要な人員の配置を行っております。

Ⅶ.監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、当該使用人の人事異動、人事考課に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとしております。

Ⅷ.取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　当社は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのあるとき、又は法令・定款に違反するおそれがあるときは、取締役

が、監査役に報告を行っております。

　監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、定期的に経営会議に出席するとともに、必

要に応じて説明を求めております。

Ⅸ.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、内部監査規程に基づき、監査役が監査役会規程に準拠し内部監査の円滑なる運営を図るため、適切な対

応を行っております。

　監査役は、代表取締役社長及び会計監査人と定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果的な監査

業務の遂行を図っております。

 

　また、当社は会計監査人と監査役による会計監査・業務監査のほかに、監査室を設置し、内部監査を通して被監

査部門に対する改善指導を行うなど、内部監査体制の充実を図っております。また、監査役会において各監査役

の協議のもと内部統制の有効性を検証しております。
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＜内部監査＞

　業務の実施部署から独立した社長直轄の組織として監査室を設け、現在２名で構成されており各支店/工場・

グループ会社の内部監査を行っております。事業所毎に年１回以上実施し、その結果を代表取締役および監査

役会に報告しております。

＜会計監査＞

　会計監査は、監査法人大手門会計事務所が実施しており、監査役は監査法人大手門会計事務所と綿密な情報交

換を行い、監査体制の充実を図っております。

　当連結会計年度において監査業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務執行社員植木暢茂（継続監査年

数15年）、同・同社員武川博一の２氏および監査業務に係る補助者（公認会計士）４名であります。

　尚、当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が職務

を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役の同意又は請求により、会計監査人の解任又は不

再任に関する議題を株主総会に提案することを方針としております。

＜監査役と会計監査人の連携状況＞

　各監査役は会計監査人から会計監査状況を聴取するほか、各店所往査に同行し、その監査手続等を確認してお

ります。また、監査役と会計監査人は、必要に応じて随時会合・意見交換を実施しております。

　また、当社グループは、コンプライアンスを社会に対する経営の最重要責務と考え、上記の内部監査体制のほ

かコンプライアンス委員会、中央安全衛生委員会、広報委員会、品質安全推進委員会、環境委員会を傘下におく

「ＣＳＲ委員会」を設置し、コーポレート・ガバナンスの徹底と内部統制の充実を図り、企業活動における法

令遵守、公平性、倫理性を確保しております。加えて与信リスクなどの管理を目的とする「審査・法務室」を設

置するなど、適切なリスク管理と内部情報管理を進めるための社内体制を構築しております。

 ③役員報酬及び監査報酬の内容

　当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人大手門会計事務所に対する監査報酬

は以下のとおりであります。

　役員報酬　取締役に支払った報酬　　　　　　　　　　　　 183百万円

　　　　　　うち取締役（社外）に支払った報酬　　　　　　　３

　　　　　　監査役に支払った報酬　　　　　　　　　　　　　43

　　　　　　うち監査役（社外）に支払った報酬　　　　　　　16

　監査報酬　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２

　　　　　　条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　　　　15

　　　　　　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　－　

　

 　　④責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額

は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当

該社外取締役または社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行について善意でありかつ重大な過失が

ないときに限られております。

　

 　　⑤取締役の定数

 当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　

 　　⑥取締役の選任決議要件

Ⅰ．当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　Ⅱ．当社は、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。
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 （３）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社の社外取締役である吉本洋氏は、丸紅株式会社　化学品総括部長であります。また、社外監査役林雅明氏は元丸

紅株式会社監査部長であり、社外監査役松浦健氏は丸紅株式会社　化学品総括部副部長であります。同様に豊田孝二

氏は丸紅株式会社　化学品事業推進部　部長代理であります。当社は丸紅株式会社の関連会社であり、同社とは定常的

な取引がありますが、社外取締役・社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　一方、社外取締役岩本謙三氏は片倉工業株式会社取締役社長であり、社外取締役清野實氏は昭和電工株式会社常勤

監査役であります。いずれの会社も当社と資本関係がありますが、出資比率は１％未満であり、経営に影響を与える

ものではありません。また、当社とそれぞれの会社とは定常的な取引がありますが、社外取締役個人が直接利害関係

を有するものではありません。

　

 （４）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　①当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。

　②当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

 （５）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特

別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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○当社の業務執行・経営の監視および内部統制体制の模式図は次のとおりです。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人大手門会計事務

所により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   708   785  

２．受取手形及び売掛金 ※５  6,591   6,506  

３．たな卸資産   4,256   5,487  

４．繰延税金資産   152   121  

５．その他   849   729  

貸倒引当金   △2   △2  

流動資産合計   12,556 55.3  13,628 58.0

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 8,390   8,438   

減価償却累計額  5,376 3,014  5,548 2,889  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 11,028   11,197   

減価償却累計額  9,124 1,904  9,284 1,912  

(3）土地 ※２  3,488   3,489  

(4）その他  432   441   

減価償却累計額  378 53  389 52  

有形固定資産合計   8,461 37.3  8,343 35.6

２．無形固定資産        

その他   25   26  

無形固定資産合計   25 0.1  26 0.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  1,016   782  

(2）繰延税金資産   366   464  

(3）その他   305   277  

貸倒引当金   △42   △39  

投資その他の資産合計   1,644 7.3  1,484 6.3

固定資産合計   10,131 44.7  9,855 42.0

資産合計   22,688 100.0  23,483 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※５  3,746   4,213  

２．短期借入金 ※６  4,304   4,889  

３．未払法人税等   71   117  

４．賞与引当金   187   159  

５．その他   1,647   1,673  

流動負債合計   9,957 43.9  11,053 47.0

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   98   78  

２．退職給付引当金   746   691  

３．役員退職給与引当金   165   161  

４．その他   684   517  

固定負債合計   1,695 7.5  1,449 6.2

負債合計   11,653 51.4  12,503 53.2

        

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,549 15.6  3,549 15.1

２．資本剰余金 　  3,084 13.6  3,084 13.1

３．利益剰余金 　  4,247 18.7  4,348 18.6

４．自己株式 　  △52 △0.2  △57 △0.2

　　株主資本合計 　  10,828 47.7  10,924 46.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  206 0.9  55 0.2

　　評価・換算差額等合計 　  206 0.9  55 0.2

純資産合計 　  11,035 48.6  10,980 46.8

負債純資産合計 　  22,688 100.0  23,483 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   21,891 100.0  21,695 100.0

Ⅱ　売上原価   17,778 81.2  17,766 81.9

売上総利益   4,113 18.8  3,929 18.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  3,794 17.3  3,524 16.2

営業利益   318 1.5  405 1.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  8   10   

２．受取配当金  9   11   

３．受取賃貸料  －   26   

４．受取補償料  18   9   

５．受取手数料  9   －   

６．その他  33 79 0.4 37 94 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  41   57   

２．その他  4 45 0.3 8 65 0.3

経常利益   352 1.6  433 2.0

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  0   0   

２．固定資産売却益 ※３ 11   19   

３．不動産賃貸契約違約金 　 －   68   

４．ＬＰＧ営業譲渡益 　 104   20   

５．投資有価証券売却益 　 0   －   

６．その他  10 126 0.6 2 111 0.5

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損及び廃
棄損

※４ 56   37   

２．その他  0 57 0.3 1 39 0.2

税金等調整前当期純利益   421 1.9  506 2.3

法人税、住民税及び事業税  194   196   

法人税等調整額  5 200 0.9 38 234 1.0

当期純利益   220 1.0  271 1.3
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,082 4,197 △60 10,768

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △85  △85

剰余金の配当（中間配当）   △85  △85

当期純利益   220  220

自己株式の取得    △7 △7

自己株式の処分  1  15 17

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 1 50 8 59

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,084 4,247 △52 10,828

 

評価・換算差額
等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

286 11,055

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △85

剰余金の配当（中間配当）  △85

当期純利益  220

自己株式の取得  △7

自己株式の処分  17

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△80 △80

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△80 △20

平成19年３月31日　残高
（百万円）

206 11,035

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,084 4,247 △52 10,828

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △85  △85

剰余金の配当（中間配当）   △85  △85

当期純利益   271  271

自己株式の取得    △5 △5

自己株式の処分  △0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △0 101 △5 96

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,084 4,348 △57 10,924
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評価・換算差額
等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

206 11,035

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △85

剰余金の配当（中間配当）  △85

当期純利益  271

自己株式の取得  △5

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△150 △150

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△150 △54

平成20年３月31日　残高
（百万円）

55 10,980
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  421 506

減価償却費  587 620

貸倒引当金の増減額（減少:△）  0 △4

退職給付引当金の増減額（減少:△）  △112 △54

受取利息及び受取配当金  △17 △21

支払利息  41 57

有形固定資産売却益  △11 △19

有形固定資産処分損  56 22

不動産賃貸契約違約金  － △68

ＬＰＧ営業譲渡益  △104 －

投資有価証券売却益  △0 －

売上債権の増減額（増加:△）  △570 131

たな卸資産の増減額（増加:△）  △176 △1,230

仕入債務の増減額（減少:△）  △89 467

未収消費税等の増減額（増加:△）  － △26

未払消費税等の増減額（減少:△）  △19 △36

その他  125 164

小計  130 506

利息及び配当金の受取額  15 19

利息の支払額  △40 △58

法人税等の支払額  △231 △149

営業活動によるキャッシュ・フロー  △125 318

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △54 △54

定期預金の払戻による収入  － 54

有価証券の売却による収入  53 －

有形固定資産の取得による支出  △586 △487

有形固定資産の売却による収入  － 26

投資有価証券の取得による支出  △0 △21

投資有価証券の売却による収入  0 －

貸付けによる支出  △494 △60

長期預り保証金の返済による支出  － △139

長期預り敷金の返済による支出  △198 －

長期預り敷金による収入  － 34

その他  △43 16

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,322 △630

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（減少:△）  195 585

長期借入れによる収入  130 －

長期借入金の返済による支出  △69 △19

自己株式の取得による支出  △7 △5

自己株式の売却による収入  17 0

配当金の支払額  △170 △170

財務活動によるキャッシュ・フロー  94 389

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少:△）  △1,354 77

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  2,009 654

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 654 731
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数

１社

(1）連結子会社の数

１社

 連結子会社の名称

大日本産肥株式会社

連結子会社の名称

　左記に同じ。

 (2）主要な非連結子会社の名称等

株式会社カタクラフーズ

(2）主要な非連結子会社の名称等

　左記に同じ。

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

（連結の範囲から除いた理由）

　左記に同じ。

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社カタクラフーズ）及び関連会

社（株式会社関東片倉製作所他）は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範囲から

除外しております。

　左記に同じ。

３．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

(イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

イ．有価証券

(イ）満期保有目的の債券

　左記に同じ。

 (ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　左記に同じ。

 時価のないもの

評価基準　原価法

評価方法　移動平均法

時価のないもの

　左記に同じ。

 ロ．たな卸資産

評価基準　　原価法

評価方法　　総平均法

ロ．たな卸資産

左記に同じ。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

　定率法

　ただし、賃貸専用不動産および平成10

年４月１日以降に取得した建物(建物附

属設備を除く。)については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　　10～35年

機械装置及び運搬具　　　４～15年

イ．有形固定資産

　定率法

　ただし、賃貸専用不動産および平成10

年４月１日以降に取得した建物(建物附

属設備を除く。)については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　　10～35年

機械装置及び運搬具　　　４～15年

　

　 　

　

　

　

　

　

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

「第５．経理の状況　１．連結財務諸表

等　（１）連結財務諸表　注記事項（セ

グメント情報）」に記載しております。

 （追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により

取得原価の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度から、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。この結果従来の

方法に比べ、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ51百

万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

「第５．経理の状況　１．連結財務諸表

等　（１）連結財務諸表　注記事項（セ

グメント情報）」に記載しております。

　

 ロ．無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

ロ．無形固定資産

　左記に同じ。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

イ．貸倒引当金

　左記に同じ。

 ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に備える

ため、支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。

ロ．賞与引当金

　左記に同じ。

 ハ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

ハ．退職給付引当金

　左記に同じ。

 ニ．役員退職給与引当金

　当社は役員（執行役員を含む）の退職

により支給する退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

ニ．役員退職給与引当金

　左記に同じ。

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

左記に同じ。

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

左記に同じ。

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

左記に同じ。

５．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

左記に同じ。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、11,035百

万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

 　 　 　　　　　　　──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　 　 　　　　　　　──────

 

 

 　

　

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有

形固定資産売却益」（△０百万円）は重要性が増加し

たため、当連結会計年度から区分掲記しております。

２．前連結会計年度において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有

形固定資産処分損」（24百万円）は重要性が増加した

ため、当連結会計年度から区分掲記しております。

（連結損益計算書関係）

　　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

おりました「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「受取賃貸料」の金額

は７百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前連結会計年度において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「有

形固定資産の売却による収入」（12百万円）は重要性

が増加したため、当連結会計年度から区分掲記してお

ります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 239百万円 投資有価証券（株式） 239百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

建物 112百万円

機械及び装置 97 

土地 234 

計 445 

建物 104百万円

機械及び装置 103 

土地 234 

計 443 

　上記物件について、短期借入金140百万円、１年以内

返済予定の長期借入金10百万円、長期借入金

35百万円の担保に供しております。

　上記物件について、短期借入金320百万円、１年以内

返済予定の長期借入金19百万円、長期借入金

48百万円の担保に供しております。

　３．保証債務

　次の連結会社以外の会社の金融機関からの借入に

対し、債務の連帯保証を行っております。

　３．保証債務

　次の連結会社以外の会社の金融機関からの借入に

対し、債務の連帯保証を行っております。

株式会社関東片倉製作所 51百万円

　この他、株式会社トライムコーポレーションの銀

行借入24百万円に対して保証類似行為を行ってお

ります。

株式会社関東片倉製作所 15百万円

　この他、株式会社トライムコーポレーションの銀

行借入６百万円に対して保証類似行為を行ってお

ります。

　４. 受取手形割引高　　　　　　　　　　190百万円 　４. 受取手形割引高　　　　　　　　　　  170百万円

※５．連結会計年度末日満期手形の会計処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結

会計年度末残高に含まれております。

受取手形 42百万円

支払手形 ４　

※５．　　　　　　　――――――　　　　　　

 

 

 

 

 

 

※６．コミットメントラインの設定について

　当社においては、資金調達の機動性、安定性の確保

及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーション方

式によるコミットメントライン契約を締結してお

ります。

　当連結会計年度末における借入未実行残高は次の

とおりであります。

総貸付極度額 4,000百万円

借入実行残高 4,000　

差引額 －　

※６．コミットメントラインの設定について

　当社においては、資金調達の機動性、安定性の確保

及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーション方

式によるコミットメントライン契約を締結してお

ります。

　当連結会計年度末における借入未実行残高は次の

とおりであります。

総貸付極度額 4,000百万円

借入実行残高 4,000　

差引額 －　
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運賃 834百万円

給与手当及び賞与 1,132 

賞与引当金繰入額 89 

退職給付費用 69 

役員退職給与引当金繰入額 74 

研究開発費 209 

運賃 843百万円

給与手当及び賞与 880 

賞与引当金繰入額 69 

退職給付費用 66 

役員退職給与引当金繰入額 76 

研究開発費 184 

　なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入額８

百万円、退職給付費用７百万円を含んでおります。

　なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入額６

百万円、退職給付費用７百万円を含んでおります。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　　　　　　　　　　209百万円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　　　　　　　　　　  184百万円

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 11百万円

車両運搬具 0百万円

計 11 

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 19百万円

車両運搬具 0百万円

計 19 

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（55百万

円）の内訳は、次のとおりであります。

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（36百万

円）の内訳は、次のとおりであります。

建物 16百万円

機械装置 31 

構築物ほか 8 

計 56 

建物 9百万円

機械装置 25 

構築物ほか 3 

計 37 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 21,474,562 － － 21,474,562

合計 21,474,562 － － 21,474,562

自己株式     

普通株式 169,601 16,714 41,494 144,821

合計 169,601 16,714 41,494 144,821

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加16,714株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株式の

自己株式の減少41,494株は、ストックオプションの行使による39,000株及び単元未満株式の売渡請求による2,494株

であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 85 4 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月17日

取締役会
普通株式 85 4 平成18年９月30日 平成18年12月11日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 85 利益剰余金 4 平成19年３月31日 平成19年６月27日

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 21,474,562 － － 21,474,562

合計 21,474,562 － － 21,474,562

自己株式     

普通株式 144,821 16,216 636 160,401

合計 144,821 16,216 636 160,401

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加16,216株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株式の

自己株式の減少636株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 85 4 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月14日

取締役会
普通株式 85 4 平成19年９月30日 平成19年12月３日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 85 利益剰余金 4 平成20年３月31日 平成20年６月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 708百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △54 

現金及び現金同等物 654 

現金及び預金勘定 785百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △54 

現金及び現金同等物 731 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

60 28 32

その他 127 35 91

合計 188 63 124

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

78 35 42

その他 159 43 115

合計 237 79 158

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 33百万円

１年超 93 

合計 127 

１年内 45百万円

１年超 117 

合計 163 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 27 

支払利息相当額 5 

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 42 

支払利息相当額 8 

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　左記に同じ。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　左記に同じ。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　左記に同じ。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 239 607 368

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 239 607 368

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 149 131 △18

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 149 131 △18

合計 388 738 350

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

0 0 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 38

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 145 319 173

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 145 319 173
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 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 262 184 △78

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 262 184 △78

合計 408 503 94

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 39

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至

　平成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　なお、当社は退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △2,220 △2,289

(2）年金資産（百万円） 1,518 1,150

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △701 △1,139

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △44 447

(5）退職給付引当金 (3)＋(4)（百万円） △746 △691

　（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用 (注)（百万円） 117 111

(2）利息費用（百万円） 54 53

(3）期待運用収益（百万円） △14 △19

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 12 31

(5）退職給付費用（1)＋(2)＋(3)＋(4)（百万円） 169 176

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1)勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 2.5 2.5

(2）期待運用収益率（％） 0.9 1.3

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 左記に同じ。

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年（各連結会計年度の発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。）

左記に同じ。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役10名、その他従業員126名

株式の種類及びストック・オプション数（注） 普通株式　364,000株

付与日 平成13年９月10日

権利行使期間
平成15年７月１日から

平成18年６月30日まで

新株予約権の行使の条件

権利を付与された者は当社の取締役または使用人たる

地位を失った後も、これを行使することができるが、権

利を付与されたものが死亡した場合の相続人による行

使は認めない。ただし、いずれの場合にも付与契約に定

める条件による。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入その他の処分は認めない。

（注）株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 73,000

権利確定 －

権利行使 39,000

失効 34,000

未行使残 －

②　単価情報

 
平成13年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 416

行使時平均株価　　　　　（円） 528

公正な評価単価（付与日）（円） －

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 86 百万円

その他 66  

繰延税金資産合計 152  

繰延税金資産（固定）   

役員退職給与引当金 67  

退職給付引当金 443  

その他 59  

繰延税金資産小計 570  

繰延税金負債（固定）   

圧縮記帳積立金 △61  

その他有価証券評価差額金 △143  

繰延税金負債小計 △204  

繰延税金資産(固定)の純額 366  

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 73 百万円

その他 47  

繰延税金資産合計 121  

繰延税金資産（固定）   

役員退職給与引当金 66  

退職給付引当金 428  

その他 64  

繰延税金資産小計 558  

繰延税金負債（固定）   

圧縮記帳積立金 △55  

その他有価証券評価差額金 △38  

繰延税金負債小計 △94  

繰延税金資産(固定)の純額 464  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

法定実効税率 41.0 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入
されない項目

5.2  

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.9  

住民税均等割等 5.9  

試験研究費の総額等に係る
税額控除

△3.1  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

47.6  

法定実効税率 41.0 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入
されない項目

3.5  

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.9  

住民税均等割等 4.9  

試験研究費の総額等に係る
税額控除

△2.3  

その他 0.1  

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

46.3  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 
肥料事業
（百万円）

飼料事業
（百万円）

LPG及び
機器事業
（百万円）

物資その
他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 16,043 1,230 1,581 3,035 21,891 － 21,891

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － － －

計 16,043 1,230 1,581 3,035 21,891 － 21,891

営業費用 15,658 1,212 1,540 2,703 21,115 457 21,572

営業利益 384 17 41 332 776 (457) 318

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
       

資産 15,664 450 535 2,944 19,595 3,093 22,688

減価償却費 483 3 5 84 577 10 587

資本的支出 567 4 4 63 639 3 643

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容

(1）肥料事業 製品（配合肥料、化成肥料、液状肥料），商品（各種肥料）

(2）飼料事業 製品（発酵飼料），商品（魚粕・魚粉、配合飼料、その他飼料）

(3）ＬＰＧ及び機器事業 商品（自動車用ＬＰＧ容器、バルブ、ＬＰガス）

(4）物資その他事業 製品（育苗培土、その他製品），商品（農業資材、化粧品、食品農水産物、

その他物資），不動産賃貸

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

 　 主な内容

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額
457

提出会社の総務・経理・人事等で発生する

管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額
3,093

提出会社の余裕資金（現金及び預金）長期

投資資金（投資有価証券）及び管理部門に

係る資産等

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
肥料事業
（百万円）

飼料事業
（百万円）

物資その
他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 16,976 1,265 3,453 21,695 － 21,695

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 16,976 1,265 3,453 21,695 － 21,695
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肥料事業
（百万円）

飼料事業
（百万円）

物資その
他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

営業費用 16,523 1,260 3,071 20,855 435 21,290

営業利益 452 5 381 840 (435) 405

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出
      

資産 17,105 457 2,977 20,540 2,943 23,483

減価償却費 508 4 98 611 8 620

資本的支出 460 － 64 524 9 534

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容

(1）肥料事業 製品（配合肥料、化成肥料、液状肥料），商品（各種肥料）

(2）飼料事業 製品（発酵飼料），商品（魚粕・魚粉、配合飼料、その他飼料）

(3）物資その他事業 製品（育苗培土、その他製品），商品（農業資材、化粧品、食品農水産物、

自動車用ＬＰＧ容器、その他物資），不動産賃貸

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容

 　 主な内容

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額
435

提出会社の総務・経理・人事等で発生する

管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額
2,943

提出会社の余裕資金（現金及び預金）長期

投資資金（投資有価証券）及び管理部門に

係る資産等

        ４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

　　　　５．会計処理の方法の変更

 有形固定資産の減価償却の方法の変更

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより営業費用及び営業利益に与える影響は軽微であります。

 ６．追加情報

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、当連結会計年度の営

業費用は、肥料事業が36百万円、物資その他事業が14百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しておりま

す。

EDINET提出書類

片倉チッカリン株式会社(E00789)

有価証券報告書

54/89



 ７．事業区分の方法の変更

従来、事業区分は「肥料事業」、「飼料事業」、「ＬＰＧ及び機器事業」、「物資その他事業」としておりまし

たが、当連結会計年度より「肥料事業」、「飼料事業」、「物資その他事業」に変更致しました。

　この変更は、前連結会計年度末まで区分掲記しておりました「ＬＰＧ及び機器事業」のうち、前連結会計年度

末をもって当社東北支店でのＬＰガス販売事業を東北石油ガス株式会社へ営業譲渡したこと、および、ＬＰＧ機

器事業についても平成19年４月より製造を担う関連会社に販売部門と設計部門を移管したことに伴い、当社事

業としての「ＬＰＧ及び機器事業」は重要性が減少したため、当連結会計年度より「物資その他事業」に含め

て表示しております。なお、当連結会計年度の「物資その他事業」に含まれる「ＬＰＧ及び機器事業」は売上高

463百万円、営業費用474百万円、営業損失11百万円であります。

　また、前連結会計年度のセグメント情報を当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次

のようになります。

　

前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

 
肥料事業
（百万円）

飼料事業
（百万円）

物資その
他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
16,043 1,230 4,617 21,891 － 21,891

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 16,043 1,230 4,617 21,891 － 21,891

営業費用 15,658 1,212 4,243 21,115 457 21,572

営業利益 384 17 373 776 (457) 318

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出
      

資産 15,664 450 3,480 19,595 3,093 22,688

減価償却費 483 3 89 577 10 587

資本的支出 567 4 67 639 3 643

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

　　　　　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） 　

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)
（注２）

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

子会社
㈱カタクラ

フーズ

北海道　

稚内市
200 飼料事業

 （所有）　

直接　96.3

  兼任 

  ２名 

飼料の

製造委託

　

 資金の

 貸付

飼料原料の販

売及び工場設

備一式の賃貸

279 －   － 

 飼料の購入 777  買掛金   54

 資金の貸付

（注１）
 －  短期貸付金  494

 利息の受取

（注１）
 ６  － －

　（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受入れておりません。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。

　　　　　当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日） 　

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等
（人）

事業上の
関係

子会社
㈱カタクラ

フーズ

北海道　

稚内市
200 飼料事業

 （所有）　

直接　96.3

  兼任 

  ２名 

飼料の

製造委託

　

 資金の

 貸付

 資金の貸付

（注）
 －  短期貸付金  554

 利息の受取

（注）
 ８  － －

　（注）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受入れておりません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額         517円36銭            515円19銭

１株当たり当期純利益金額     10円35銭       12円75銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 左記に同じ。

　

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 11,035 10,980

純資産の部の合計額から控除する金額（百万

円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 11,035 10,980

普通株式の発行済株式数（千株） 21,474 21,474

普通株式の自己株式数（千株） 144 160

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普

通株式の数　（千株）
21,329 21,314

　

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 220 271

普通株主に帰属しない金額（百万

円）
－ －

普通株式に係る当期純利益（百万

円）
220 271

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,331 21,320

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,285 4,870 1.28 －

１年以内に返済予定の長期借入金 19 19 1.71 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 98 78 1.68
平成21年４月～

平成23年７月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － － － －

その他の有利子負債 － － － －

計 4,403 4,968 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 49 19 8 －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   692   751  

２．受取手形 ※3　  389   295  

３．売掛金 　  6,020   6,024  

４．商品   85   73  

５．製品   2,287   2,484  

６．原材料   1,484   2,377  

７．仕掛品   197   205  

８．貯蔵品   15   18  

９．前払費用   47   46  

10．繰延税金資産   146   115  

11．短期貸付金 ※1　  494   554  

12．未収入金   285   －  

13．その他   6   117  

14．貸倒引当金   △2   △2  

流動資産合計   12,152 55.2  13,062 57.7

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  6,609   6,637   

減価償却累計額  4,031 2,578  4,157 2,480  

２．構築物  1,538   1,551   

減価償却累計額  1,230 308  1,264 287  

３．機械及び装置  10,344   10,490   

減価償却累計額  8,612 1,731  8,767 1,722  

４．車両及び運搬具  240   221   

減価償却累計額  199 41  182 38  

５．工具、器具及び備品  418   423   

減価償却累計額  369 48  378 45  
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

６．土地   3,253   3,254  

７．建設仮勘定   2   0  

有形固定資産合計   7,964 36.1  7,829 34.6

(2）無形固定資産        

１．借地権   12   12  

２．ソフトウエア   0   1  

３．その他   12   12  

無形固定資産合計   25 0.1  25 0.1

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   776   542  

２．関係会社株式   493   493  

３．出資金   2   2  

４．長期営業債権   5   0  

５．長期前払費用   13   5  

６．繰延税金資産   357   454  

７．敷金   70   67  

８．その他   212   201  

９．貸倒引当金   △42   △39  

投資その他の資産合計   1,888 8.6  1,727 7.6

固定資産合計   9,878 44.8  9,582 42.3

資産合計   22,030 100.0  22,645 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※3　  162   114  

２．買掛金 　  3,443   3,843  

３．短期借入金 ※4  4,000   4,500  

４．未払金   924   910  

５．未払費用   82   79  

６．未払法人税等   66   114  

７．未払消費税等   33   －  

８．前受金   84   132  

９．預り金   193   170  

10．前受収益   －   8  

11．賞与引当金   175   148  

12．従業員預り金   241   235  

13．設備関係支払手形 　  50   94  

14．その他 　  －   6  

流動負債合計   9,458 42.9  10,357 45.7

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   30   30  

２．長期前受収益   －   22  

３．退職給付引当金   724   666  

４．役員退職給与引当金   165   161  

５．長期預り保証金   169   55  

６．長期預り敷金   514   439  

固定負債合計   1,604 7.3  1,375 6.1

負債合計   11,063 50.2  11,733 51.8
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,549 16.1  3,549 15.7

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 3,072   3,072   

(2）その他資本剰余金 　 11   11   

資本剰余金合計 　  3,084 14.0  3,084 13.6

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 290   290   

(2）その他利益剰余金 　       

圧縮記帳積立金 　 87   80   

別途積立金 　 3,463   3,513   

繰越利益剰余金 　 337   395   

利益剰余金合計 　  4,179 19.0  4,280 18.9

４．自己株式 　  △52 △0.3  △57 △0.3

株主資本合計 　  10,760 48.8  10,855 47.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  206 1.0  55 0.3

評価・換算差額等合計 　  206 1.0  55 0.3

純資産合計 　  10,967 49.8  10,911 48.2

負債純資産合計 　  22,030 100.0  22,645 100.0

        

EDINET提出書類

片倉チッカリン株式会社(E00789)

有価証券報告書

62/89



②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  5,704   4,628   

２．製品売上高  15,956 21,661 100.0 16,821 21,449 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  108   85   

２．当期商品仕入高  5,201   4,350   

合計  5,310   4,436   

３．期末商品たな卸高  85 5,224  73 4,363  

４．期首製品たな卸高  2,296   2,287   

５．当期製品製造原価  12,513   13,519   

合計  14,809   15,806   

６．期末製品たな卸高  2,287   2,484   

原価差額配賦前売上原
価

 12,522   13,322   

７．原価差額  △66 12,455  △20 13,301  

売上原価合計   17,680 81.6  17,664 82.4

売上総利益   3,981 18.4  3,784 17.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2　  3,678 17.0  3,398 15.8

営業利益   303 1.4  386 1.8

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  8   10   

２．受取配当金  13   15   

３．受取賃貸料  －   24   

４．受取補償料  18   9   

５．受取手数料  9   －   

６．雑収入  30 81 0.4 35 96 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  34   49   

２．売上割引  1   1   

３．雑損失  2 37 0.2 5 56 0.3

経常利益   346 1.6  426 2.0
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  0   0   

２．固定資産売却益 ※3　 11   19   

３．不動産賃貸契約違約金 　 －   68   

４．ＬＰＧ営業譲渡益 ※5　 104   20   

５．投資有価証券売却益  0   －   

６．その他  10 126 0.6 2 111 0.5

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損及び廃
棄損

※4　 56   36   

２．その他  0 57 0.3 1 38 0.2

税引前当期純利益   416 1.9  499 2.3

法人税、住民税及び事業
税

 186   189   

法人税等調整額  8 195 0.9 38 228 1.0

当期純利益   220 1.0  270 1.3
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費  8,719 69.4 9,536 70.5

Ⅱ　労務費 ※２ 1,848 14.7 1,887 14.0

Ⅲ　経費 ※３ 1,990 15.9 2,102 15.5

当期製造費用  12,558 100.0 13,526 100.0

期首仕掛品たな卸高  152  197  

合計  12,710  13,724  

期末仕掛品たな卸高  197  205  

当期製品製造原価  12,513  13,519  

      

前事業年度 当事業年度

　１．原価計算の方法

実際原価（一部予定価額を採用）による組別総合

原価計算

　なお、原価差額については、法人税法の規定による

原価差額の調整をおこなっております。

　１．原価計算の方法

　左記に同じ。

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は80百万円、退職給

付費用は82百万円であります。

※２．労務費のうち賞与引当金繰入額は76百万円、退職給

付費用は92百万円であります。

※３．経費のうち金額の大きいものは、次のとおりであり

ます。

※３．経費のうち金額の大きいものは、次のとおりであり

ます。

減価償却費 494百万円

燃料費 320 

電力料 291 

減価償却費 522百万円

燃料費 360 

電力料 299 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

圧縮記帳

積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,072 9 3,082 290 108 3,313 417 4,129 △60 10,701

事業年度中の変動額            

圧縮記帳積立金の取崩（注)      △11  11 －  －

圧縮記帳積立金の取崩      △9  9 －  －

別途積立金の積立（注)       150 △150 －  －

剰余金の配当（注）        △85 △85  △85

剰余金の配当（中間配当）        △85 △85  △85

当期純利益        220 220  220

自己株式の取得          △7 △7

自己株式の処分   1 1      15 17

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1 1 － △20 150 △79 50 8 59

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,072 11 3,084 290 87 3,463 337 4,179 △52 10,760

 

評価・換算差額
等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

286 10,988

事業年度中の変動額   

圧縮記帳積立金の取崩（注)  －

圧縮記帳積立金の取崩  －

別途積立金の積立（注）  －

剰余金の配当（注）  △85

剰余金の配当（中間配当）  △85

当期純利益  220

自己株式の取得  △7

自己株式の処分  17

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

△80 △80

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△80 △20

平成19年３月31日　残高
（百万円）

206 10,967

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

圧縮記帳

積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,072 11 3,084 290 87 3,463 337 4,179 △52 10,760

事業年度中の変動額            

圧縮記帳積立金の取崩      △7  7 －  －

別途積立金の積立       50 △50 －  －

剰余金の配当        △85 △85  △85

剰余金の配当（中間配当）        △85 △85  △85

当期純利益        270 270  270

自己株式の取得          △5 △5

自己株式の処分   △0 △0      0 0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △0 △0 － △7 50 58 100 △5 95

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,549 3,072 11 3,084 290 80 3,513 395 4,280 △57 10,855

 

評価・換算差額
等

純資産合計
その他
有価証券
評価差額金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

206 10,967

事業年度中の変動額   

圧縮記帳積立金の取崩  －

別途積立金の積立  －

剰余金の配当  △85

剰余金の配当（中間配当）  △85

当期純利益  270

自己株式の取得  △5

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

△150 △150

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△150 △55

平成20年３月31日　残高
（百万円）

55 10,911
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

満期保有目的の債券

　左記に同じ。

 子会社株式及び関連会社株式

　評価基準　　原価法

　評価方法　　移動平均法

子会社株式及び関連会社株式

　左記に同じ。

 その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

左記に同じ。

 時価のないもの

評価基準　　原価法

評価方法　　移動平均法

時価のないもの

左記に同じ。

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準　　原価法

評価方法　　総平均法

　左記に同じ。

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

　ただし、賃貸専用不動産および平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については、定額法を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　18～35年

機械及び装置　　　　　　10～15年

有形固定資産

定率法

　ただし、賃貸専用不動産および平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については、定額法を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　18～35年

機械及び装置　　　　　　10～15年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得原価の５％に到達

した事業年度の翌事業年度から、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。この結果従

来の方法に比べ、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益がそれぞれ49百万

円減少しております。　
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

無形固定資産

左記に同じ。

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

　左記に同じ。

 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。

賞与引当金

　左記に同じ。

 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしておりま

す。

退職給付引当金

　左記に同じ。

 役員退職給与引当金

　役員（執行役員を含む）の退職により支

給する退職慰労金に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

役員退職給与引当金

　左記に同じ。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　左記に同じ。

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

左記に同じ。
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

　　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

  関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

  ９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

  平成17年12月９日）を適用しております。

　  これまでの資本の部の合計額に相当する金額は、

　10,967百万円であります。

　  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

  ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

  諸表等規則により作成しております。

 　 　 　　　　　　　──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」は、当事業年度において、資産の総

額の100分の１を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「未収入金」は102百万円であります。

　　　　　　　　　　――――――

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

（当事業年度39百万円）は、資産の総額の100分の１以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

 

（損益計算書）

　 前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「受取賃貸料」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度における「受取賃貸料」の金額は６百

万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度（平成19年３月31日） 当事業年度（平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する資産・負債

短期貸付金 494百万円

※１．関係会社に対する資産・負債

短期貸付金 554百万円

　２．債務保証 　２．債務保証

　次の法人の営業取引および借入に対し、債務の連帯

保証を行っております。

　次の法人の営業取引および借入に対し、債務の連帯

保証を行っております。

大日本産肥株式会社 67百万円

株式会社関東片倉製作所 51 

計 118 

大日本産肥株式会社 148百万円

株式会社関東片倉製作所 15 

計 164 

　この他、株式会社トライムコーポレーションの銀行

借入24百万円に対して保証類似行為を行っておりま

す。

　この他、株式会社トライムコーポレーションの銀行

借入６百万円に対して保証類似行為を行っておりま

す。

※３．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決算処理しております。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の当期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 41百万円

支払手形 4 

※３．　　　　　　　　――――――

※４．当社においては、資金調達の機動性、安定性の確保

及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーション方式

によるコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　当事業年度末における借入未実行残高は次のとお

りであります。

総貸付限度額 4,000百万円

借入実行残高 4,000 

差引額 － 

※４．当社においては、資金調達の機動性、安定性の確保

及び金融費用の圧縮を目的にシンジケーション方式

によるコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　当事業年度末における借入未実行残高は次のとお

りであります。

総貸付限度額 4,000百万円

借入実行残高 4,000 

差引額 － 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであり、販売費及び一般管理費に占める販

売費と一般管理費の割合はおよそ24％と76％であ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであり、販売費及び一般管理費に占める販

売費と一般管理費の割合はおよそ26％と74％であ

ります。

　運賃 814百万円

　給与手当及び賞与 1,091 

　賞与引当金繰入額 86 

　退職給付費用 64 

　役員退職給与引当金繰入額 74 

　減価償却費 44 

　研究開発費 209 

　運賃 821百万円

　給与手当及び賞与 839 

　賞与引当金繰入額 65 

　退職給付費用 60 

　役員退職給与引当金繰入額 76 

　減価償却費 38 

　研究開発費 184 

　なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入額８

百万円、退職給付費用７百万円を含んでおります。

　なお、研究開発費のうちには、賞与引当金繰入額６

百万円、退職給付費用７百万円を含んでおります。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　　　　　　　　　　 209百万円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　　　　　　　　　　 184百万円

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 11百万円

車両及び運搬具 0百万円

計 11 

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

土地 19百万円

車両及び運搬具 0百万円

計 19 

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（55百万

円）の内訳は、次のとおりであります。

※４．固定資産売却損（０百万円）及び廃棄損（36百万

円）の内訳は、次のとおりであります。

建物 16百万円

機械及び装置 31 

構築物ほか 8 

計 56 

建物 9百万円

機械及び装置 24 

構築物ほか 3 

計 36 

※５．　　　　　　　―――――― ※５．関係会社に対する事項

LPG営業譲渡益　　　　　　　　　　　20百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 169,601 16,714 41,494 144,821

合計 169,601 16,714 41,494 144,821

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加16,714株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株

　　　式の自己株式の減少41,494株は、ストックオプションの行使による39,000株及び単元未満株式の売渡請求による

      2,494株であります。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 144,821 16,216 636 160,401

合計 144,821 16,216 636 160,401

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加16,216株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。また、普通株

　　　式の自己株式の減少636株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両及び運搬
具

54 25 29

工具、器具及び
備品

127 35 91

合計 181 60 120

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

車両及び運搬
具

68 31 36

工具、器具及び
備品

159 43 115

合計 227 74 152

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 91百万円

合計 123百万円

１年内 43百万円

１年超 113百万円

合計 156百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び減損損失

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び減損損失

　支払リース料 31百万円

　減価償却費相当額 26百万円

　支払利息相当額 5百万円

　支払リース料 46百万円

　減価償却費相当額 40百万円

　支払利息相当額 7百万円

④減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

　左記に同じ。

⑤利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

　左記に同じ。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

左記に同じ。

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

前事業年度

(平成19年3月31日現在)

当事業年度

(平成20年3月31日現在)

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 81 百万円

その他 65  

繰延税金資産合計 146  

繰延税金資産（固定）   

役員退職給与引当金 67  

退職給付引当金 434  

その他 59  

繰延税金資産小計 561  

繰延税金負債（固定）   

圧縮記帳積立金 △61  

その他有価証券評価差額金 △143  

繰延税金負債小計 △204  

繰延税金資産(固定)の純額 357  

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 68 百万円

その他 47  

繰延税金資産合計 115  

繰延税金資産（固定）   

役員退職給与引当金 66  

退職給付引当金 418  

その他 64  

繰延税金資産小計 548  

繰延税金負債（固定）   

圧縮記帳積立金 △55  

その他有価証券評価差額金 △38  

繰延税金負債小計 △94  

繰延税金資産(固定)の純額 454  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前事業年度

(平成19年3月31日現在)

当事業年度

(平成20年3月31日現在)

法定実効税率 41.0 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入

されない項目
5.0  

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△1.4  

住民税均等割等 5.8  

試験研究費の総額等に係る

税額控除
△3.2  

その他 △0.2  

税効果会計適用後の法人税

等の負担率
47.0  

法定実効税率 41.0 ％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入

されない項目
3.3  

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△1.3  

住民税均等割等 4.9  

試験研究費の総額等に係る

税額控除
△2.4  

その他 0.3  

税効果会計適用後の法人税

等の負担率
45.8  
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       514円19銭          511円96銭

１株当たり当期純利益金額     10円35銭       12円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しない

ために記載しておりません。

　左記に同じ。

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　純資産の部の合計額(百万円) 10,967 10,911

純資産の部の合計額から控除する金額

(百万円)
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

(百万円)
10,967 10,911

　普通株式の発行済株式数（千株） 21,474 21,474

普通株式の自己株式数（千株） 144 160

１株当り純資産額の算定に用いられ

た期末普通株式の数（千株）
21,329 21,314

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益(百万円) 220 270

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 220 270

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,331 21,320

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券
その他有価証券

株式会社みずほフィナンシャル

グループ
279 101

株式会社八十二銀行 113,000 71

養命酒製造株式会社 60,000 58

株式会社りそなホールディング

ス
279 46

株式会社東邦銀行 109,149 46

多木化学株式会社 80,000 40

日本マタイ株式会社 221,100 33

昭光通商株式会社 265,000 33

理研ビタミン株式会社 7,611 24

丸全昭和運輸株式会社 58,443 18

その他（16銘柄） 112,208 67

計 1,027,070 542

EDINET提出書類

片倉チッカリン株式会社(E00789)

有価証券報告書

77/89



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 6,609 53 25 6,637 4,157 149 2,480

構築物 1,538 18 5 1,551 1,264 39 287

機械及び装置 10,344 359 212 10,490 8,767 349 1,722

車両及び運搬具 240 18 37 221 182 18 38

工具、器具及び備品 418 12 7 423 378 16 45

土地 3,253 5 4 3,254 － － 3,254

建設仮勘定 2 467 469 0 － － 0

有形固定資産計 22,407 935 762 22,580 14,751 572 7,829

無形固定資産        

借地権 － － － 12 － － 12

ソフトウエア － － － 11 10 0 1

その他 － － － 15 3 0 12

無形固定資産計 － － － 39 13 0 25

長期前払費用 33 1 3 31 26 1 5

繰延資産        

  ────── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増減額の主なものは、下記のとおりであります。

　　　　　　機械及び装置の増加

　　　　　　　旭川工場　　配合製造設備　 111百万円

　千葉工場　　　　　〃　　　　46

　　　　　　建設仮勘定

　　　　　　　各資産科目の増加額と重複するため、記載を省略しております。

　

２．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 45 3 4 2 41

賞与引当金 175 148 175 － 148

役員退職給与引当金 165 92 96 － 161

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 9

預金  

当座預金 621

定期預金 54

普通預金ほか 66

小計 742

計 751

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ヤスタケ木村商事株式会社 74

株式会社みちのく松善 23

株式会社白岩屋商店 21

川崎三鷹製薬株式会社 17

株式会社ヒ一吉田屋 14

その他 144

計 295

決済期日別内訳

残高 平成20年４月 ５月 ６月 ７月以降

295  百万円 58 58 91 87

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

全国農業協同組合連合会 3,747

ホクレン農業協同組合連合会 455

サンアグロ株式会社 193

昭光通商アグリ株式会社 143

静岡県経済農業協同組合連合会 76

その他 1,407

計 6,024

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期末残高
（百万円）

自平成19年４月　至平成20年３月 当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

Ａ
発生高
（百万円）
Ｂ

回収高
（百万円）
Ｃ

Ｄ
Ｃ

────
Ａ＋Ｂ

×100

Ａ＋Ｄ
────
２

─────
Ｂ

────
366

6,020 22,516 22,512 6,024 78.9 98

　（注）　発生高には、消費税等が含まれております。

ニ．商品

区分 金額（百万円）

肥料 25

販売用不動産 12

その他 35

計 73

販売用不動産の内訳は、次のとおりであります。

所在地 面積（㎡） 金額（百万円）

茨城県 446 1

群馬県 657 11

計 1,103 12

ホ．製品

区分 金額（百万円）

肥料 2,278

飼料 12

人工床土 122

その他 71

計 2,484

へ．原材料

区分 金額（百万円）

肥料原料 1,914

飼料原料 9

その他 453

計 2,377

ト．仕掛品

区分 金額（百万円）

肥料 205

チ．貯蔵品
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区分 金額（百万円）

重油 18

②　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社関東片倉製作所 32

楠原輸送株式会社 20

シコー株式会社 13

大越運送株式会社 8

大倉工業株式会社 7

その他 31

計 114

期日別内訳

残高 平成20年４月 ５月 ６月 ７月以降

114  百万円 28 41 35 9

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

全国農業協同組合連合会 1,069

住友商事株式会社 204

三井物産株式会社 142

サンアグロ株式会社 125

三井物産アグロビジネス株式会社 123

その他 2,179

計 3,843

ハ．短期借入金

借入先 金額（百万円）

農林中央金庫 1,640

株式会社みずほコーポレート銀行 1,260

株式会社りそな銀行 1,130

株式会社八十二銀行 260

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 130

その他 80

計 4,500

ニ．設備関係支払手形

工事内訳
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区分 金額（百万円）

機械及び装置（株式会社瀬野鉄工所ほか） 94

計 94

期日別内訳

残高 平成20年４月 ５月 ６月 ７月以降

94  百万円 14　 10 2 66

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

１株券、10株券、50株券、百株券、５百株券、千株券、１万株券および1,000株

未満の株数を表示する株券（但し、単元未満株式の株券は、再発行の場合を

除き発行しない。）

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録　　　１件につき10,000円

　 ２．喪失登録株券　１枚につき   500円

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　　本店および全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事

由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新

聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第92期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出

（2）有価証券報告書の訂正報告書

　　事業年度（第92期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年９月７日関東財務局長に提出

(3）半期報告書

　（第93期中）　　　（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月14日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日  

片倉チッカリン株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　大手門会計事務所  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 植木　暢茂　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩崎　哲士　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武川　博一　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉チッカ

リン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッ

カリン株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月17日  

片倉チッカリン株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　大手門会計事務所  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 植木　暢茂　　印  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武川　博一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

片倉チッカリン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッ

カリン株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月26日  

片倉チッカリン株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　大手門会計事務所  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 植木　暢茂　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩崎　哲士　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武川　博一　　印

　　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている片倉チッ

カリン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第92期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッカリ

ン株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月17日  

片倉チッカリン株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人　大手門会計事務所  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 植木　暢茂　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 武川　博一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

片倉チッカリン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、片倉チッカリ

ン株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

EDINET提出書類

片倉チッカリン株式会社(E00789)

有価証券報告書

89/89


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

